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環 境 会 計 の 論 点

國 部 克 彦

（神戸大学）

は じ め に

環境会計に対する関心が世 界的 に高まっ ている。 環境報告書や財務報告書に環境 会計惰
報を

掲載する企業の数 は増加傾向 を示 し、 環境会計
をめ ぐる各種の基準作り も進行 中である。 しか

し、 環境会計に 関して
は多く の主 張が錯綜し、 いま

だ標準的な実務が形成さ れるには至ってい

ない。 この よう
な 時期 に、 環 境会計の意義を理論的に

検討 し、 今後 の発展方向
を展望すること

は研究 者に課せ られた責 務である。 しかし、 この
種の間題 はしばしば研究者の個人的仕事とし

て 取り 扱わ れ、
実務に影響を与えないことはもちろん、 研究 者相 互間です

ら有効な議論がたた

か わ さ れ て こ な か っ た。 本 論 文 で は、 こ
の よ う な 現 状 を 少 し で も 克 服 す る た め に、 環 境 会 計 に

関する基本的論点を提示 し、 それに対する筆
者の 見解を表明することによって、 環境会計を議

論 す る た め の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 構 築 す る こ と を 目 的 と す る
１）
。

Ｉ なぜ環境会計へ関心が向いてきたのか？ 一 現状理解 一

環境 会計 に対 する 関心 は突如として生ま れたもので も、 一時
的な 流行 でもないことをまず明

記 しておく 必要がある。 それは
歴史的にみて合理的な理由 があ る。 ま ず日本における関

心の増

加 を検討してみよう。 環境会
計について は１９９０年代以前より研 究が行わ れてきたが・ 日本に

お け る タ ー ニ ン グ ポ イ ン ト は １９９６ 年 の ＩＳＯ １４００１ の 発 行 に あ る。 こ の 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス

テム規格の発行とその認証取得の急速な増加 は、 多く
の企業に各事業所が抱える重要な環 境側

面 の 把 握 と そ の 継 続 的 改 善 の た め の シ ス テ ム を 普 及 さ せ た。 こ の 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム の

構築が一段落すると、 次に環境
パフォーマ ンス改善のための努力が もた らす経済 的効果 （負の

効果 も含む） に関心が移る のは当然の流れである。 ここに日本にお ける環
境 会計に対する関心

増加の最 も大きな要 因があ る。

こ れに対して、 アメ リカ にお ける 環境
会計の 関心は１９８０年代以降の 環境規制 の強化に基 づ

く環 境コ スト （将来の浄化責任も含む） の 増大が主要な理由と してあ げられる。 特に、 ス
ー
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論理によって構築される領域であることが明 らか となろう。 財務会計や管理会 計でも環境コス

トは算定される。 しかし、 そこでの算定 目的 は環 境会計の目的と は根 本的に異なるものである。

財務会計における環境コス トの計算 は環境リ スク の測定・開示のため に必 要とされ、 管理会計

における環境コス トの計算 はコス ト低減 のためにある。 したがっ て、 環境リスク測定のた
め の

方 法 や コ ス ト 低 減 の た め の 環 境 コ ス ト 管 理 方 法 は、 こ と さ ら 環 境 会 計 な ど と 呼 ば な く と も、 財

務会計あるいは管理会計の一部と して整 理できるのである。

これに対して、 もし環境会計という 独自の領域を構築するとす るな らぱ、 そこでの指導原 理

はコスト削減や利益極大化で はなく て、 環境 コストと経済的利益 の調 和でなければな らない。

この調和の原理が、 財務会計・管理 会計と呼ばれる伝統的会計領 域と環境会計を区分する基 準

となるのである。 ただ し、 筆者 は現 行の環境会計実務がすで に伝 統的会計領域から区分さ れて

い る と 主 張 す る も の で は な い。 そ う で は な く て、 両 者 を 区 分 し て 環 境 会 計 シ ス テ ム を 独 立 さ せ

ることが、 企業による持続可能な環 境保全活動を保証するであ ろうということを主張す るもの

で あ る。 た だ し、 言 う ま で も な い が、 環 境 会 計 シ ス テ ム と 伝 統 的 会 計 シ ス テ ム の 調 和 化 の 可 能

性 は 否 定 さ れ る べ き も の で は な い。

皿 環境会計は将来 どのよう に発 展 していくか？ 一 将来展望 一

環境会 計が将来どのように発展していくかを展望する ことは現状では困難だが、 上記 の考察

からひとっ の道筋 を示すことは可能であろ ㌔

ま ず発展のための第一段階としては、 環境会計情 報を利用 した企業評価が行わ れる状況が必

要 で あ る。 そ こ で 重 視 さ れ る 指 標 は、 環 境 コ ス ト 情 報 と 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス 情 報 で あ る。 環 境

保全が本質的に環境コストの内部化によって達成さ れるものであるとするな らば、 その最終
的

な 負 担 者 で あ る ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー が 納 得 す る こ と が 不 可 欠 で あ る。 そ の た め に は 投 下 し た コ

ス ト と そ れ に よ る パ フ ォ ー マ ン ス の 改 善 部 分 （環 境 ベ ネ フ ィ ッ ト） の 情 報 が 必 要 で あ る
３㌧ 筆

者 は こ の 点 に っ い て、 ① 財 務 経 済 性 （ｅｃｏｎｏｍｙ）、 ② 環 境 効 率 性 （ｅｃｏ－ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ）、 ③ 環 境

有 効 性 （ｅｃｏ－ｅｆｆｅｃｔｉｖｅｎｅｓｓ） か ら な る 企 業 評 価 ス キ ー ム を 構 想 し て い る
４）
。 な お、 こ の よ う な

企業評 価は、 証
券投 資の場 合は企業 単位 で行わ れるが、 製 晶やサ ー ビスの購入 の場合 には 製

品・サービス単位で行うことも （情報さえ開示さ れていれば） 可能である。

そのためには環境コストと環境ペネフィッ トに関する計算基準 もしく はそ のための方法が開

発されなければならない。 環境コス トの計算につ いては、 すでに支出 した金額を計算する場合

に は 何 ら か の 基 準 を 作 成 す る こ と が 可 能 で あ る し、 そ の よ う な 動 き も す で に 見 ら れ る。 し か し、

異なる物量単位で測定される環境パフォーマ ンスの改善部分をひとっ の環 境ペネフィッ トに統

合するためには、 かなりの技術的
な開発を必要 とす る。 現在、 ＬＣＡ でそ のような方向が議論

されているが、 まだ世界標準となる べき手 法は開発されていない。
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環境ベネフィッ トはもちろん環境コ ストに関しても完全無欠の計算基準 を構築することは不

可能である。 しか し、 完全で はな いか ら有用 ではないと短絡的に結論 づけ てしま ってはならな

い。 完全で はなくと も、 指標と して算出するこ との社会的効果を吟味 しな ければな らない。 指

標として算出することの社会的効果と は、 その 指標を算出し、 利用することによっ て、 企業の

環境保全活動が影響される程度と方向性である。

環境コストも環境ベネフィット もその計算基準を 確立することは一企業に任せる べき 間題で

はなく、 何らかの第
三者機関が行うべき課題である。 しかし、 実際問題と して は、 企業 が環 境

コ ス ト や ベ ネ フ ィ ッ ト の 算 出 を 行 い、 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー が そ れ に 対 し て リ ア ク シ ョ ン す る と

いうプロセスを通じてもある程度のところまで計算 基準 を洗練することはできるはずである。

す で に、 環 境 報 告 書 に 関 し て 言 え ば、 最 先 端 の 動 向 は そ の レ
ベ ル に ま で 到 達 し て い る。

環境会計情報の利用面に関しては今後の課題である が、 す でに製品の環境負荷の評価に関 し

ては日本でもグリーン購入を促進する団体などで活発に 行わ れている。 欧米では証券投資のた

めに、 企業 を環境の側面
から評価する実務が進展 している５）。 環境会計情報を含む企業の環境

情 報を評価 し、
意思決定に応用 しようとする動向は確実に広まっ ているのである。

１Ｖ 環境報告害 は環 境会計で完結する

最後 に 「環境報告 書は環境 会計 で完結する」 という命題を検証 してみよう。 財務諸表の掲載

さ れていない報 告書 は財務報 告書 と呼ぷこ とができないこと は言うま でもな いが、 環境報告書

の 場合は環 境会計情 報の記載 が増加 したと はいえ、 環 境計算 書 （環境会 計情報 がある 一定の

フ ォ ー マ ッ ト の も と で ま と め ら れ た も の） が 掲 載 さ れ て い な い 場 合 の 方 が 多 い。 環 境 報 告 書 に

おいて財務諸表に相当する もの は、 環 境計 算書 ではなく 環境パフォーマ ンス情報 （環境負荷に

関する物量情報） であるとするな らば、 環境計 算書の掲載は環境報告書の必要 十分 条件 という

こ と は 現 状 で は や や 無 理 が あ ろ う。

しか し、
企業 は本質的に環境保全するための組織 ではなく、 営利追求組織である以上、 環 境

負荷の削減努力とその経済的影響を何 らかの方 法で連結しなければな らないこと は言を 待たな

い６）。 こ れ は 環 境 バ フ ォ ー マ ン ス と 財 務 パ フ ォ ー マ ン ス の 連 結 で あ り、 多 く の 環 境 先 進 企 業 に

お い て 重 要 な 間 題 と し て 意 識 さ れ る に 至 っ て い る。 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス と 財 務 パ フ ォ ー マ ン ス

の連結のために会計情報は不可欠であり、 両者の連 結システムこそ本稿で対象とする環境会計

シ ス テ ム に 他 な ら な い。

したがって、 企業という営利組織が環境保全を持続 的に実 施しようとする場合、 必ず財務
パ

フォーマンスとの関係が間題とされるため、 相互関係を 明示 する環境計算書をもって環境報告

書は完結するという命題の正当性を主張することができ るの であ る。

さ ら に こ の 命 題 は 営 利 組 織 の み に 適 合 す る も の で は な く、 政 府 ・ 自 治 体 や ＮＰＯ に お け る 環
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境 報 告 書 に 関 し て も あ て は ま る。 な
ぜ な ら、 政 府 ・ 自 治 体

や ＮＰＯ に お い て も 環 境 コ ス ト の 負

担者は納税者や会員などであり、 そのよう
な ステイ クホール ダーの支 持を 得るためには環境会

計情報の開示が必要と考え られる からであ る。 このような事情
を 反映して政府・自治体の環境

会 計 の あ り 方 に つ い て も、 自 治 体 の ＩＳＯ１４００１ 取 得 の 動 向 に 呼 応 し て 関
心 が 生 ま れ つ つ あ る。

それで は環境報告書を 完結する環境計 算書のモ デルと はどのような もの があろうか？理論 的

に はいくっ もの類型を考える ことができるが、 現在行わ れて いる実務
から２っのモデ ルを提示

し て み よ う。

ひとっ は自社 の環 境コ ストが、 コスト節約や副収 入の増加等によって
企業収益を悪化させて

い な い こ と を 示 す こ と に よ っ て、 環 境 保 全 活 動 と 財 務
パ フ ォ ー マ ン ス の 関 連 性 を 明 ら か に す る

計算書 であ る。 その一例 として図表１に日本ＩＢＭ （数字 はＩＢＭ 全体の もの） の環
境 計算 書を

示 した。 そ こでは
「環境対策関連費用」 のみな らず 「環境対策による節約効果と 費用 の回避」

が開示されており、 環境関達への支出が、 コス ト的に決して企業収
益を害 していな いことを示

し て い る。 こ の
よ う な フ ォ ー マ ッ ト の 環 境 計 算 書 は、 欧 米 企 業 の 環 境

報 告 書 に お い て 散 見 さ れ

る よ う に な っ て お り、 特 に、
バ ク ス タ ー 社 の 環 境 計 算 書 は 有 名 で あ る７）。

た だ し、 図 表
１ の よ う な 環 境 計 算 書 は、 環 境 コ ス ト と 財 務

パ フ ォ ー マ ン ス の 相 互 関 係 を 示 す

計 算 書 で は あ っ て も、 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス と 財 務
パ フ ォ ー マ ン ス の 相 互 関 係 を 示 す も の で は な

いことには注意が必要である。 環 境コストが企業収益に
悪影響を与 えていな いことと、 環境

パ

図 表 １ 日本 ＩＢＭ の環 境 会 計 情 報 の 開 示

全 世 界 の 環 境 対 策 関連 費用 と 節 約 効 果 の 算 定 （億 円）

表 １ １９９７ 年 の 環 境 対 策 関 連 費用 表 ２ １９９７ 年 の 環 境 対 策 によ る節 約 効 果 と 費 用 の 回 避

環 境 対 応 管 理 ・ 人 件 費 ４１．３ 事 業 所 の 汚 染 防 止 活 動 ３３．１

環 境 対 応 頑 問 料 ２．９ 施 設 内 リ サ イ ク ル １５．７

環 境 配 慮 研 究 費 ４．３ 梱 包 材 の 改 善 と 削 減 ３５１８

許 認 可 費 １
．
１ 省 エ ネ ル ギ ー 効 果 ３２

．
４

廃 棄 物 処 理 費 １９．１ 事 削 対 応 によ る スー パ ー フ ァ ン ド施 設

お よ び事 業 所 の 修 復 費 節 約
１２．５

水 質 ・ 排 水 処 理 管 理費 ２２．９

大 気 中 へ の 放 出 管 理 費 ３．７
保 険 の 節 約 ’ １Ｏ．９

地 下 水 観 測 管理 費 １．１
流 出 改 豊 費 の 回 避 ｝ ３０．Ｏ

環 境 シ ス テ ム 改 善 費 １．３
法 規 制 準 拠 費 の 回 避 榊 ６４．２

廃 棄 物と 原 材 料 の リ サイ ク ル 費 用 ４．４
合 計 ２３４．６

ス ー パ ー フ ァ ン ド お よ び

旧 ＩＢ Ｍ 事 業 所 の 修 復 費 用
８．４

そ の 他 の 環 境 改 善 費 用 ３．６

合 計 １１４，１口 計

口 計 ２３４．６

・ 環 境 損 傷 保 険 の 代 わ り に ＲＣＲＡ （資 源 回 収・ 保 謹 法） の 金 融 保 証 を 使 用 した こ と に よ る 節 約

｝ こ れ ら は 仮 定 に 基 づ い て 算 定 し た 数 字 で す。 流 出 改 善 費 用 の 回 避 は、 ＩＢＭ の 実 際 の 改善 費用 を
基 に し て 算 定 し ま し た。

法 規制 準 拠 費 用 の 回 避 に は、 回
避 さ れ た 罰 金、

弁 護 士 費 用 お よ ぴ 事 業 の 中 断 が 含 ま れ て い ま す。 罰
金 と 弁 護 士 費 用 の

数 字 は １９９７ 年 の 米 国 ＥＰＡ デー タ の 分 析 を 基 に し て 算 定 し、 事 業 の 中 断 の 数 字 は プラ ン ト の 操 業 休
止 の 潜 在 的 な 影 響

を 基に し て 算 定 しま し た。

出 所： 『ＩＢＭ 環 境 ブ ロ グ レ ス ・ レ ポ ー ト １９９８』 ｐ ９、
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図 表 ２ 宝 酒 造 の 環 境 会 計 情 報 の 開 示

１９９７ 年 度 丁８Ｋ巴Ｒ８ グ リ ー ン ＰＬ 表 （環境 損 益 計 算 警） １９９７ 年 ４ 月 ～ １９９８ 年 ３月 期

自 然 環 境 へ の 負 荷 自 然 環 境 へ の

買献

原 料 の 調 達 資 源 エ ネ ル ギ ー 大 気 排 出 生 産 工 程 で の 再 消 費 後 リ サ イ ク 自 然 環 境 保 護

の 調 達 排 水 の 発 生 資 源 化 さ れ な い ル さ れ な い 容 器 環 境 啓 蒙 活 動

排 水 ５８３ 万 ㎡ 廃 棄 物 発 生 包 装 晶 の 発 生

原 材 料 １１ 万 ｔ 用 水 ７２５ 万 ㎡ Ｃ０２ ５０，
６００ｔ－Ｃ １６

，
３６３ｔ ３

．
７ 万 ｔ

容 包 品 ３
．
６ 万 ｔ 電 力 ３，

７００ 万 ｋｗｈ ＮＯｘ ２９０ｔ

非 リ サ イ ク ル 素 材 分 燃 料 ２
．
７８ 万 ｋＺ ＳＯｘ ３４１ｔ

対 処 費用 ３ 億 ５００ 万 円 ６ 億 ２，４００ 万 円 ９，４００ 万 円

出 所： ｒＴＡＫＡＲＡ 緑 字 決 算報 告 書 １９９８』 パ．

フ ォ ー マ ン ス の 改 善 と は ま っ た く 別 の 問 題 だ か ら で あ る。 し か し、 日 本 ＩＢ Ｍ の 環 境 報 告 書 を

例にとれば、 環境
パフォーマ ンス に関する 物量情報は同社の環境報告 書の随所で開示されてい

る た め、 報 告 書 全 体 で は 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス と 財 務 パ フ ォ ー マ ン ス が 連 係 さ れ る 構 図 に な っ て

い る
。

一 方、 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス と 環 境 コ ス ト を よ り 明 確 に 関 連 づ け た 事 例 と し て は、 図 表 ２ に 示

した宝酒造の環境会計情報をあ げることが でき る。 この図表 は会計情報と して はより一層の精

緻化の必要性があるが、 環境への支出とそ の成 果を統合的に表示 している 点は高い評価に値す

る。 この情報のみをもって消費者や株主が宝酒 造の環境への支出を肯定す るか 否かは分からな

い が、 こ の
よ う な 情 報 の 継 続 的 な 開 示 が 企 業 と ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー 間 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を

促 進 し て い く と 考 え ら れ る。

こ の 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス と 環 境 コ ス ト の 統 合 的 な 開 示 方 法 は、
イ タ リ ア の 非 営 利 シ ン ク タ ン

ク ＦＥＥＭ が １９９０ 年 代 前 半 に 開 発 し た 環 境 バ ラ ン ス シ ー ト に よ っ て よ り 詳 細 に 示 さ れ て い る８）。

宝 酒 造 の 計 算 書 は ＦＥＥＭ の フ ォ ー マ ッ ト ほ ど 詳 細 な も の で は な い が、 環 境 計 算 書 を 作 成 す る

基本コ ンセ プトの点で共通 している。 宝酒造 の試みは１９９８年が初 年度であるため 今後の展 開

が 期 待 さ れ る と こ ろ で あ る。

もちろん、 環境報告書における環境計算書のあり 方はこの２っの事例のみで はな いが、 環境

パ フ ォ ー マ ン ス と 財 務 バ フ ォ ー マ ン ス の 統 合 方 法 と し て こ の ２ つ の モ デ ル は 将 来 の 異 な る 収 赦

方向を示唆していると言うことはできよう。

む す ぴ

す べて の会計実践がそうであるように、 環境会計 も計 算しないことには一歩 も前 へは進まな

い。 しか し、 そ の本質に関する理解を欠いては進むべき 方向を誤る危陰性がある。 環境会計 を

２１ 世 紀 の 社 会 的 イ ン フ ラ に ま で 育 て 上 げ て い く た め に は、 迂 遠 な よ う で も そ の 本 質 に 関 す る
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理論的研究 をた たかわせて、 一歩 でも半歩でも議論の成果
を蓄積していく努力が求め られる。

環 境 会 計 を め ぐ る 内 外 の 状 況 は 急 速 に 変 化 し っ っ あ る。 ま さ に デ フ ァ ク ト ・ ス タ ン ダ ー ド の

形成期 のような 様相 であ る。 このよう
な時期に研究者の果たすべき社会的役割に は大変大きな

ものがある。 この時期を失しては
ならないであろう。 本稿 は環境会計を研究する 場合に議論す

べき論 点を整理したにす ぎな いが、 論点の共有と議論の促進に少 しで も貢献する ところがあれ

ば 幸 い で あ る。

注

１） 筆 者 が 考 え る 環 境 会 計 に 関 す る 定義 お よ びフ レ ー ム ワ ー ク に っ い て は、 國 部 克彦 著 『環 境 会 計」 新

世 社 １９９８ 年 参 照。

２） こ の 詳 細 に っ い て は、 國 部 克 彦 著 『社 会と 環 境 の 会 計 学」 中 央 経 済 社 １９９９ 年 第 １０ 章 を 参 照。

３） 企 業 の 環 境 評 価 指 標 と し て は、 上 記 のよ う な 環 境 コ ス ト と 環 境
ベ ネ フ ィ ッ トの 関 係 で は なく、 環 境

負 荷 総 量 と 企 業 利 益 を 比 較 す る 指 標 も あ る。 こ れ は、 で き る か ぎり 少 な い 環 境 負 荷 で最 大 の 企 業 利 益

を 獲 得 して い る企 業 を 選 別 す る 際 に利 用 可能 な 指 標 で あ る。 し か し、 こ の 種 の 指 標 は 同 業 種 間 の 企 業

比 較 に は 有 効 で あ ろ う が、 環 境 に 関 す る 負 荷 の 程 度 が 大 幅 に相 違 す る 異 業 種 間 の 比 較 指 標 と し て は 限

界 を も っ。

４） 國 部 克彦 著 『社 会 と環 境 の 会 計 学』 （前 掲） 第 ９ 章 参 照。

５） 詳 細 に っ い て は、
水 口 剛 ・ 國 部 克 彦 ・ 柴 田 武 男 ・ 後 藤 敏 彦 著 『ソ ー シ ャ ル ・ イ ン ペ ス ト メ ン ト と は

何 か』 日 本 経 済 評 論 社 １９９８ 年 お よ び河 □ 真 理 子 稿 「環 境 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー と 資 本市 場」 （國 部

克 彦 ・ 角 田 季 美 枝 編 著 『環 境 情 報 ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー と 企 業 戦 略」 束 洋 経 済 新 報 社 １９９９ 年 所 収） な ど

を 参 照。

６） こ の 点 に っ い て は、 環 境 保 全 活 動 の 促 進 が 企 業 収 益 に も 貢 献 す
る と い う 資 源 生 産 性 の 向 上 の み に 注

目 し た 議 論 が 欧 米 で 盛 ん に な さ れ て い る が、 筆 者 はそ の 一 面 的 な 議 論 を 批 判 す る 立 場 に あ る。 國 部 克

彦 著 『環 境 会 計』 （前 掲） 第 ２ 章 参 照。

７） バ ク ス タ ー 社 の 環 境 計 算 書 に つ い て は、 國 部 克 彦 著 『環 境 会 計」 （前 掲） ｐｐ．１０７－１０９ 参 照。

８） ＦＥＥＭ の 環 境 バ ラ ンス シー ト につ い て は、 國 部 克 彦 著 『環 境 会 計』 （前 掲） ｐｐ－１１９－１２４ 参 照。

付記 ： 本論 文 は 旭硝 子 財 団 か ら 研 究 助 成 を 受 け た 成 果 の 一 部 で あ る。


